
 

 
 

 

さいたま市監査委員告示第４７号 
さいたま市長から、別添のとおり令和３年度、令和５年度及び令和６年度の

包括外部監査結果についての措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法

第２５２条の３８第６項の規定により告示する。 
令和７年１０月１日 

 
さいたま市監査委員  井 山 剛 之  

同                  工 藤 道 弘  

同                  阪 本 克 己  

同                  金 井 康 博  

 



（令和７年９月通知）

監査年度
特定の事件

（監査テーマ）
指摘・

意見の別
対象

指摘事項等の件数

Ａ

過去に措置状況を
通知した件数

Ｂ

今回措置状況を
通知する件数

Ｃ

対応中の件数

Ａ－Ｂ－Ｃ

市長 4 0 1 3

教育委員会 0 0 0 0

計 4 0 1 3

市長 26 0 21 5

教育委員会 0 0 0 0

計 26 0 21 5

包括外部監査の結果に基づく措置の状況（総括表）

令和６年度
債権（貸付金を除く）の管
理に係る財務事務について

指摘事項

意見
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特定の事件（監査テーマ）：債権（貸付金を除く）の管理に係る財務事務について （令和７年９月　市長通知分）

報告書
記載箇所

指摘
・意見の別 事項 報告書の記載事項（抜粋・一部要約）

対応
所管課

今回
通知分

措置状況
*()は措置通知年月

講じた措置の内容
*対応中の場合は対応状況

P44 意見 徴収停止基準の
明確化

　市では、地方自治法施行令第171条の5の規定に定められた、徴収停止の
適用に関して、マニュアル等に一定の定めはあるものの、実務に即した具
体の適用方法までは示されていない。そのため、各債権所管課で、徴収停
止に至るまでの判断水準にバラつきが生じてしまうおそれがある。
　以上より、地方自治法施行令第171条の5に基づく徴収停止の措置に関す
る具体な対応方法等について、研修の実施やマニュアルを整備すること
で、市として統一的な対応が取られるような体制を整備することが望まれ
る。

財政局
税務部
収納対策課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、令和７年７月に債
権回収マニュアルの改訂を行い、地
方自治法施行令第171条の５に基づく
徴収停止の措置に関する法令要件や
検討する際の調査例等を追記したこ
とで、市として統一的な対応を行う
体制の整備を図ったことから、措置
済みである。
　なお、令和７年10月には、各債権
所管課を対象とした研修を実施し、
周知を行うこととしている。
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P44 意見 事案審査会の対
象債権と個別相
談案件の進捗管
理

　令和5年度に開催された事案審査会の開催要領及び進捗状況シートを閲
覧し、事案審査会の運営は、適切に実施されており、実施結果の記録は、
収納対策課及び各債権所管課が共有していることを確かめることができ
た。
　一方で、対象債権について、以下の疑問を感じるとともに改善の余地が
あると考えた。
　①　各債権所管課が事案審査会に持ち込める債権は3件に限定している
こと
　②　事案審査会の対象となる債権は、債権総額100万円以上かつ10件以
上の件数がある債権種類であること
　①については、「債権回収業務進行管理マニュアル」によれば、高額滞
納案件（概ね5件程度）、困難案件（概ね5件程度）となっているが、事案
審査の開催要領では各債権種類当たり3件に限定されている。
　この点、担当者に質問したところ、事案審査会は3件としているが、上
述したとおり、事案審査会以外でも収納対策課は随時債権所管課からの個
別相談を受け付け、各事案をサポートしているとの回答を得た。
　しかしながら、個別相談に関しては、あくまで相談にきた滞納案件に対
して、対応方針や対応方法を示すもので、事案審査会の対象案件のように
年度を通しての管理や回収までの支援をするものではない。
　一方で、個別相談にくる案件は、債権所管課では回収が困難であるもの
の、事案審査会の対象とならない債権や事案審査会にかけられる件数の制
限から事案審査会にかけられなかった債権であると考えられる。加えて、
このような債権の中には高額のものや債務者が外国人のものもあり、1回
の個別相談だけでは対応しきれない案件もあると考えられる。
　そのため、個別相談にきた案件についても、進捗を確認することが望ま
れる。ただし、個別相談にくる案件をすべて収納対策課で進捗管理するこ
とは困難と考えられることから、高額かつ困難（債務者が在留資格のない
外国人の場合など）な案件など一定の基準を設けて対象案件を限定した上
で進捗管理を行っていくといった方針も合わせて作成することが望まれ
る。また、収納対策課から積極的に進捗を確認するのではなく、債権所管
課から顛末を報告させることも対応としては想定される。
　次に、②については、「さいたま市債権回収対策基本計画の対象となる
債権の基準を定める要領」にて、債権回収対策基本計画の対象となる債権
が基準として定められていることに紐づいていると考えられるため、意見
26（債権回収対策基本計画の対象となる債権）を参照されたい。
　事案審査会の実施方法に限らず、事案審査会や個別相談・個別助言の運
用方法を見直し、事案数や対象債権に限らず、債権所管課が希望する事案
について債権所管課と収納対策課が事案内容を共有し必要な助言指導を行
える体制を整えることが望まれる。

財政局
税務部
収納対策課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、令和７年度から事
案審査会における審査件数の上限を
撤廃することとした。
　また、個別相談事案についても、
事案審査会の対象案件と同様に進捗
確認を行うことを周知しており、債
権所管課と事案内容を共有し必要な
助言・指導を行える体制を整えてい
ることから、措置済みである。
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P49 結果 再審査請求書の
進捗管理の徹底

　直近3年間の再審査請求書一覧を閲覧したところ、再審査請求から1年を
超えても、審査支払機関から回答がない案件が散見された。
　この点、再審査請求以降、市から状況確認は行っておらず、審査支払機
関においてどのような状況になっているか把握できていない。再審査請求
中の案件は、現時点では確定していないものの、将来的に債権となり市の
財源となる可能性があるものであることから、再審査完了まで適切な進捗
管理が必要と考えられる。
　そのため、再審査請求中の案件について、定期的に審査支払機関に状況
の確認を行い、結論に時間を要している理由等を適切に把握して、解決ま
での進捗を管理することが望まれる。

保健衛生局
市立病院
病院経営部
医事課

〇 対応中 　指摘事項に基づき、令和３年度か
ら令和５年度までの未回答案件につ
いて、各審査支払機関に対し、令和
７年４月から随時電話等で状況確認
を行っており、令和８年３月を目途
に適切な状況の把握に努めていく。
　また、再審査請求をしてから６か
月を超えても回答がない案件につい
ては、半年に一度審査支払機関に状
況確認を行うこととし、適切な進捗
管理を行う。

P50 結果 未収金回収業務
委託に係る契約
金額の上限設定

　報酬上限が定められているために、1件あたりが高額の案件が依頼しづ
らく、依頼したいすべての案件を依頼できないため、案件の抽出について
も、市の負担が大きくなっている。また、受託者側でも年度ごとの上限が
あるため、年度末にかけて回収に制限をかけることや、年度末にかけて回
収を進めていくといったような判断を行うことが想定される。
　報酬は成功報酬であることから、費用に見合った債権回収が必ず行われ
ているため、委託に出しても資金的には損を被ることはない。また、委託
に出さずに回収できなかった場合には債権全体が不納欠損となり、損失を
被る。
　そのため、債権回収業務委託について、成功報酬を採用する場合には、
上限を設定せず、必要な委託ができる体制を整備することが望まれる。た
だし、上限廃止によって、本来市が委託せずに回収可能な債権についても
債権回収業務委託に出すことがないよう、委託する債権の選定については
引き続き留意が必要である。

保健衛生局
市立病院
病院経営部
医事課

〇 対応中 　指摘事項について、市の予算は会
計年度ごとに決定し、その予算の範
囲において事業を実施する必要があ
る。そのため、未収金回収業務委託
においても予算の範囲で実施する必
要があることから、報酬について上
限を設定せざるを得ない。
　しかしながら、未収金回収業務委
託については、回収金額に応じた成
功報酬を支払うため費用は増加する
一方で未収金が回収できることか
ら、現金収入について改善が見込ま
れ、上限額の見直しにより、病院事
業会計の現金収入向上に貢献できる
ものと考える。
　令和７年度予算において、令和７
年10月から令和10年９月までの債務
負担行為が設定されたことから、令
和10年度予算要求までに委託金額の
水準について検討を行う。
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P52 意見 債権回収業務を
含む医事関連業
務委託の調達方
法

　現状の医事関連業務委託に係る調達は一般競争入札であり、債権回収業
務だけではなく医事関連業務も幅広く対応する必要があるため、対応でき
る企業が多くなく入札参加企業も直近では１社となっている。加えて調達
仕様は市で定めたものによるため、入札企業の知識や能力を十分に発揮で
きていない可能性がある。
　そのため、専門性の高い医事関連業務委託の調達方法について、より効
果的かつ効率的に民間の知見や技術を活用できるよう企画競争や総合評価
方式への調達方法の変更も含め、一般競争入札による調達の合理性を改め
て検討することが望まれる。

保健衛生局
市立病院
病院経営部
医事課

〇 済
（令和7年9月）

　意見について、滞納者の対応など
の専門的な業務は、医事課職員又は
未収金回収業務委託で対応してお
り、医事関連業務委託における債権
回収業務は、医療費計算後の金額の
案内や支払方法の確認など、高度な
知識や技術を必要としない会計に付
随する一般的な業務であることか
ら、入札参加の障壁にはなっていな
いものと思料している。
　また、債権回収業務以外の医事業
務は、医療法等により規制された医
療の提供を行うという性質上、自由
度が極めて低いこと、600床規模の医
療機関に対応できる事業者が限られ
ることから、企画競争や総合評価方
式を導入することで享受できるメ
リットは大きくなく、逆に費用が高
くなるおそれがあるため、導入は難
しく現状のとおりとすることとした
ため、措置済みである。

P52 意見 支払誓約書の回
収率の向上

　支払誓約書の入手は債務者が債務を認めることとなり、債務承認に基づ
く時効の更新を行うための、重要な書類となる。
　そのため、支払誓約書を回収できなかった場合に、直ちに弁護士に委託
するのではなく、支払誓約書の返送の催促を行うなど、市で債権回収努力
を図ることが望まれる。

保健衛生局
市立病院
病院経営部
医事課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、電話連絡等の方法
による納付の催促と併せて支払誓約
書の提出を求め、医療費の支払い意
識の向上に努めていくこととしたた
め、措置済みである。

P60 意見 区による収納率
のバラつき

　収納率と一人当たり債権件数の相関関係には、一人当たり件数が相対的
に少ない西福祉事務所や中央福祉事務所は収納率が相対的に高く、逆に、
一人当たり件数が相対的に多い岩槻福祉事務所は収納率が相対的に低く、
一定の傾向は認められるものの、必ずしも比例関係にはない状況であっ
た。
　この点、個々の債権の回収に係る債権回収の困難度合いはそれぞれであ
るため、一人当たりの債権の件数が収納率の増減に直結するとは限らない
ものの、一定の影響を及ぼしていることは推察できる。そのため、それぞ
れの区の収納率の向上に向けた取組の一環として、あらためて人員配置が
適切かについて検討することが望まれる。
　また、収納率の大小には、以下の要因も密接に、あるいは部分的に関連
している可能性もある。すでに債権所管課として取り組んでいる事項も含
まれるが、合わせて検討の視点とすることが望まれる。
　・個々の債権の回収に係る困難度
　・個々人の債権管理に関する知見や経験等に応じた債権管理の功拙
　・担当する債権の件数に応じた活動可能時間
　・債権管理担当者とケースワーカーとのコミュニケーションの頻度やコ
ミュニケーションの方法

福祉局
生活福祉部
生活福祉課

〇 対応中 　意見に基づき、人員配置の検討に
ついては、生活保護法施行事務監査
等において各区福祉課の状況を確認
し、状況に応じて人員増員の要望に
ついて助言していく。
　また、令和７年12月までに経理債
権管理担当者会議を行い、各区福祉
課の効果的な取組や困難事案への対
応について共有し、債権管理事務の
改善及び平準化を図る。
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P61 意見 紙資料の削減 　収入未済案件の件数は、令和元年度末の12,212件から令和5年度末には
12,497件と増加傾向になり、紙書類も今後も増加することが想定されてい
る。
　現行システムを運用する前提では、債権管理簿の出力は極力行わない。
あるいは、分割納付に係る契約書類等はPDF保管にするなど、紙書類の増
加を抑止する工夫が必要であると考える。
　なお、令和7年8月から、自治体共通仕様の新システムが導入される予定
である。仕様が一律に決まっており、自治体でカスタマイズできる領域が
どの程度であるかは現時点では十分に把握できていないとのことである
が、上記紙の削減にも寄与する運用ができるシステムであることを期待す
る。

福祉局
生活福祉部
生活福祉課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、令和７年８月12日
の標準準拠版生活保護システムの稼
働までに債権管理事務に係る事務手
順を検討し、債権ごとに印刷をして
いた債権管理簿をWord又はExcel形式
で管理することができるように様式
を整備して令和７年８月８日付で各
区福祉課長あてに通知する等、紙資
料の削減を念頭に置いた見直しを
行ったことから、措置済みである。

P64 意見 現年度分債権の
減少のための取
組

　収納率の向上には、債権確定後の回収努力が必要であることはもちろん
であるが、特に、過年度分の収納率が高い政令市でも10％にも満たないこ
とから、回収努力をするにも限界がある。そのため、債権の発生を未然に
防ぐこと（現年度分の債権発生を防止すること）がより重要であると考え
られる。
　さいたま市独自の施策を行っているものの、抜本的な収納率の改善には
至っていない状況である。また、他の政令市とさいたま市では生活保護に
係る実情が異なる可能性もあり、一概に収納率の単純比較はできないが、
担当者へのヒアリングの内容からは、現時点では、収納率が低いこと（特
に、現年度分の収納率が低いこと）の原因分析が必ずしも十分には実施で
きていない状況である。
　債権の発生を未然に防止するための取組や、債権発生後の債権回収施策
の充実などにより、市としてコントロールできる現年度分の収納率につい
ては、取組や施策を今後より一層充実させるとともに、他団体の取組事例
なども参考にしつつ収納率の向上に努めることが求められる。

福祉局
生活福祉部
生活福祉課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、生活保護法施行事
務監査の結果等を踏まえて原因分析
を行い、収納率が低いことについて
は、被保護者に係る収入の把握や債
権回収の進行管理等の組織的な取組
に課題があるものと考えた。そのた
め、生活福祉課は、令和７年１月末
までに各区福祉課に生活保護法施行
事務監査を実施し、収入状況の管理
方法や催告等の取組に係る進行管理
方法等について確認し、必要な助
言・指導等を行った。
　また、発生後の取組、施策の充実
という点においては、令和７年２月
から、特に収納率への影響が大きい
と考えられる未済額が100万円以上の
債権について、生活福祉課と区福祉
課が共同で回収状況の進行管理を行
う取組を開始した。毎月債権管理の
状況を生活福祉課が確認し、各区福
祉課へ助言等を行い、各区福祉課で
は助言等に基づいて債権管理を行う
ことにより、高額債権を発生直後か
ら重点的に回収する体制とすること
ができた。
　以上のことから、措置済みであ
る。
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P69 意見 国民健康保険事
業特別会計返納
金の不納欠損管
理

　国民健康保険事業特別会計返納金については、現状国保システムの情報
を不納欠損管理用エクセルに転記した上で、不納欠損を管理している。そ
のため、国保システムの情報を不納欠損管理用エクセルに転記する際のダ
ブルチェック等職員の事務負担が生じている。加えて、国保システム上は
不納欠損機能がないため、国保システム上では正確な債権額を把握できな
い（不納欠損済の債権もシステム上、残ってしまう）状況になっている。
　滞納件数は令和5年度末時点で3,200件あり、年間の不納欠損数も1,300
件程度あることから、エクセルで正確な債権金額を把握するには、日々相
当な注意が必要と考えられる。
　令和8年度に導入される自治体共通仕様の新システムでは、不納欠損も
対応可能ということを伺っている。そのため、自治体共通仕様の新システ
ム導入後はこの問題は解決するものと考えられる。
　そのため、自治体共通仕様の新システム導入までは、これまでどおり注
意を払って債権の管理に当たるとともに、標準システムへの切り替えの際
にはエクセル情報の自治体共通仕様の新システムへの計上が漏れることが
ないよう注意されたい。

福祉局
生活福祉部
国保年金課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、引き続き注意を
払って債権を管理するとともに、令
和８年１月に予定されている国保標
準システムへの切替に向けてシステ
ム開発事業者と相談を重ねており、
不能欠損の計上漏れが生じない方法
について十分注意をすることとして
いるため、措置済みである。

P70 意見 国民健康保険税
簡易申告書記載
例

　国民健康保険における簡易申告とは保険料の軽減判定等を適正に算定す
るために所得状況を保険年金課に申告するものである。
　さいたま市における国民健康保険税申告書記載例において、「収入が
あった方の記載欄」の中で「３ その他（事業、不動産、譲渡、公的年金
以外の雑所得など）」があるが、当該部分についての記載例や記載上の留
意点が記載されていない。
　「３その他（事業、不動産、譲渡、公的年金以外の雑所得など）」欄は
記入される所得が多岐にわたるとともに、記入が想定される項目が、そも
そも確定申告の基準に満たないような所得になっていることから、単に欄
を示しただけでは何を記載すべきかが、記入する側では捉えにくいと考え
られる。
　そのため、記載例において、確定申告の基準に満たない所得であっても
記載が必要のある旨や記載にあたっては確定申告の手引きを参照しつつ記
載する旨などを示すことで、記入する側で記載する内容が明確に判断でき
るようにすることが望まれる。

福祉局
生活福祉部
国保年金課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、令和７年６月に、
確定申告書の手引きを参照しつつ記
載する旨を簡易申告書記載例に追記
したことから、措置済みである。

P73 意見 後期高齢者医療
保険料の債権管
理業務に関する
区役所の実績

　今後、団塊世代が後期高齢者を迎える2025年以降、後期高齢者が増加す
ることが予想される。加えて、職員一人当たりの後期高齢者数が増加する
と収納率が低下する傾向にあるため、何らかの対応を取らなければ、後期
高齢者の増加に伴い収納率が低下するおそれがある。一方で生産年齢人口
の減少で職員の確保は難しくなることも想定され、リソースの確保がより
一層困難となると考えられる。
　今後の少子高齢化による高齢人口の増加、生産年齢人口の減少に対応し
ていくためにも、債権管理における定型業務（催促状や督促状の発送な
ど)を外部委託するなど対応を取ることで、リソースを確保することの検
討が必要と考えられる。

福祉局
生活福祉部
国保年金課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、令和７年４月から
金融機関への財産調査に電子照会を
導入する等、債権管理における定型
業務の効率化を図ったことから、措
置済みである。
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P76 意見 強制執行の実施
状況

　高齢福祉課では、少なくとも令和3年度から令和5年度にかけては、さい
たま市債権管理条例第9条の強制執行等の手続を行った実績はないとのこ
とであった。担当者の説明によれば、理由は、高齢福祉課が所管する債権
は発生する滞納金額が高額ではないことが多いため、費用対効果を考慮
し、強制執行の実施に関しては慎重に判断しているとのことであった。
　債務者は、養護老人ホームに措置入所された者であり、経済的に困窮し
ている場合が多く、また、親族関係も複雑であることも多いことから、債
権回収交渉の難易度が高い案件である。
　令和5年度末時点の収入未済額は2,706,029円であり、件数は55件であ
り、一件当たりの平均債権額は49,201円となっている。この金額が少額と
いえるか否かは判断が伴うが、交渉が長期間にわたる事例が多く見受けら
れており、債権管理に一定のコストが発生しているのは明らかである。地
方自治法施行令第171条の5第3号の「取立てに要する費用」を見積り、も
う少し早めに徴収停止の見極めを行う余地がないかを検討することが望ま
しいと考える。

福祉局
長寿応援部
高齢福祉課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、収入未済55件につ
いて事案ごとに徴収停止の適否を検
討した結果、令和７年３月に１件の
徴収停止を行った。債権管理に当
たっては、措置事務マニュアル等に
則り実施しているところであるが、
徴収停止措置の適用について改めて
各区高齢介護課へ周知を行い、適切
に実施することとしたため、措置済
みである。

P80 意見 介護保険料の各
区の収納率のバ
ラつき

　滞納繰越分の収納率を向上させるために、滞納者に係る市全体での年齢
や所得段階の分析を行うことは効果的と考えられる。しかし、区ごとの収
納率にバラつきがある現状では、収納率が向上しない要因が各区にあるこ
とも想定される。
　そのため、各区の滞納者の状況を分析することで各区の状況を把握し、
区ごとに必要な対応を行うことで各区の収納率を底上げし、市全体の収納
率向上につなげていくことも必要と考えられる。

福祉局
長寿応援部
介護保険課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、各区の滞納者の状
況や収納状況を分析し、具体的な方
策を各区と協議した上で令和７年５
月に令和７年度債権回収実施計画を
策定したことから、措置済みであ
る。

P81 意見 債権回収実施計
画の目標設定

　収納率向上を図るための目標の達成率は差押目標件数10件に対して、実
績が令和3年度及び4年度は0件、令和5年度で１件と極めて低くなっている
ものの、収納率については目標に対する達成率は、ほぼ100%となってい
る。
　本来であれば、収納率向上を図るための目標を達成していくことで到達
する目標を設定することで、収納率の向上を図ることが可能とも考えられ
る。しかし、現状は収納率向上を図るための目標を達成しなくとも、収納
率の目標はほぼ達成できてしまっていることから、目標の設定が適切では
なかったとの可能性が考えられる。
　今後は、達成できない目標を設定するのではなく、現実的に対応可能
で、それを対応していくことで、収納率の向上を図れるような目標を設定
することが望まれる。

福祉局
長寿応援部
介護保険課

〇 済
（令和7年9月）

　意見を踏まえ、収納率の目標達成
に寄与する数値目標を再検討した上
で、令和７年度債権回収実施計画の
数値目標として独自催告の件数を設
定したことから、措置済みである。
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P87 意見 高額困難案件
（A 事業所案
件）

　債権管理には一定の事務コストや事務的な負担が必ず発生する。債務者
の破産が確定し配当も受領していることから、以後、債権を回収すること
が実質的に不可能な状況となっているにもかかわらず、債権管理事務コス
トを時効まで負担し続けることの合理的な根拠に乏しいと考える。

福祉局
障害福祉部
障害福祉課

〇 対応中 　意見に基づき、当該案件について
令和７年１０月までに不能欠損処理
を検討していく。今後、同様の案件
があった場合には、案件ごとに債権
として維持していくか、早期に不能
欠損処理とするか検討を行う等、適
切な債権管理を行う。

P87 意見 高額困難案件
（C 事業所案
件）

　本件は、破産に向けての対応を弁護士が受任したものであり、破産手続
が開始され、破産が確定し配当額があったとしても、配当ゼロ、あるいは
わずかな金額であった可能性も高いと推察される。しかしながら、市の顧
問弁護士に相談するなどの記録を残し、後任に引き継ぐなど事実関係を把
握できる状況のもとで、早期に不納欠損処理を行い、少しでも債権管理事
務コストを軽減できる可能性を模索する余地があったのではないかと思料
する。
　また、令和6年度に不納欠損処理したため、遡及的に本件の対応方針を
見直すことはできないが、今後同様の案件が発生した場合には留意すべき
点として申し添えるものである。

福祉局
障害福祉部
障害福祉課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、今後同様の案件が
発生し、破産手続開始通知書を受理
した際には、交付要求書や破産債権
届出書を提出するなど、債権回収に
向けた手続を行い、配当以上の回収
が見込まれない場合は、時効を待た
ず早期の不納欠損処理を行うなど、
債権管理事務コストを軽減できる方
法を関係課や市の顧問弁護士に相談
し、速やかに適切な処理を行うこと
としたため、措置済みである。

P88 意見 少額債権 　福祉局障害福祉部障害福祉課地域生活支援係が所管する債権のうち、心
身障害者扶養共済収入未済額の債務者は8名である。金額は10千円台のも
のが3件、100千円台のものが4件、1,000千円台のものが1件である。
　これらの債権のうち、2件は、債務者が分納に応じ定期的に納付が確認
できている債権であり、交渉記録が文書として残っている。一方、残る6
件は、債務者が不在等の理由により接触が困難な案件であり、交渉記録が
ない、あるいは、担当者のメモ書きが断片的に残っている程度の記録にと
どまっている債権である。
　上述6件の債権は、債務者との接触が困難であり、債権回収のアクショ
ンが実質的に行えず、現に交渉も行われていない実質的に徴収停止の状態
である。このような債権は、時効を待ち、時効の援用により債権が消滅す
ることになるが、債務者が不在等の理由により接触が困難であることか
ら、時効の援用もできず、債権として残り続けることが想定される。この
ため、債権管理コストと不納欠損処理するコストとを比較考量の上、債権
として管理し続けることの合理性を再検討することが望ましいと考える。

福祉局
障害福祉部
障害福祉課

〇 対応中 　意見に基づき、実質的に徴収停止
の状態にある債権のうち、令和７年
度の事案審査会において対象として
いる３件について、収納対策課の助
言を仰ぎながら、令和８年３月まで
に、今後の管理方針について再検討
を行う。
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P92 意見 延滞金賦課・徴
収の徹底

　現状のシステムでは、既に支払われた延滞金の記録にとどまり、本来の
あるべき延滞金額は自動的には計算・記録されない仕様となっている。ま
た、現状は本体金額納付後に延滞金の請求はしておらず、本体金額納付時
に金融機関窓口からの確認が漏れた場合に、延滞金賦課が徹底できない状
況が発生してしまう。また、延滞金の減免処理等については、大まかな取
扱いを定めているものの、実務に即した具体の適用方法（困窮状況の確認
や通知の時期など）が確立されていない。
　そのため、延滞金の賦課・徴収を徹底する体制を整備することが望まれ
る。現在は、令和3年度の内部監査の指摘を受けて、未納となっている延
滞金がいくらあるのか、エクセルを用いて把握していることから、それら
を用いて本体納付後に対象者全員に延滞金を請求するなどの対応が考えら
れる。また、延滞金については条例上賦課・徴収することとなっているた
め、システム対応できるような改修を行うことを合わせて検討することが
望まれる。
　仮に延滞金を賦課・徴収しないとする場合には、ルールを明確化し、債
務者の生活状況を的確に把握し、適切に運用することが望まれる。

建設局
建築部
住宅政策課

〇 対応中 　意見に基づき、現在検討中の実務
に即した具体の適用方法や、延滞金
の請求方法、減免について、令和７
年度中の運用開始を目指し、引き続
き検討を行う。また、延滞金に関す
る取扱要綱を策定中であり、ルール
化に向け調整していく。

P96 意見 受益者負担金債
権の計画的な対
応の実施

　市の下水道の普及率は95％を超え、新たに下水道の供用及び下水の処理
を開始する区域の面積は年々減少傾向にある。また、区画整理事業地内を
除き、令和7年度までにおおむね下水道整備が完了するよう事業を推進し
ていることからも、供用開始の翌年度にその区域内の土地の所有者へ賦課
する受益者負担金については、今後事業規模がさらに縮小していく見込み
と伺っている。
　他方、債権管理については、時効到来までの5年間は回収に努める必要
がある。
　現状はこれらの債権管理業務を行う担当職員は南北建設事務所で各1名
となっているが、債権数は北部建設事務所に偏りがあるため、債権数の多
い北部建設事務所においても、債権回収が滞りなく行われるよう、計画的
な債権管理を行っていくことが望まれる。

建設局
下水道部
下水道総務
課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、債権数の多い北部
建設事務所においても債権回収が滞
りなく行われるよう、下水道総務課
で督促状や催告書の作成を令和７年
度に３回実施し、今後も継続して
行っていく予定である。また、事務
所に徴収業務を行う会計年度任用職
員２名を配置し、積極的に債権回収
できる体制を確保した。その他、事
案審査会を通して収納対策課と連携
を図りながら、回収困難事案に対処
しており、今後も計画的な債権管理
を行っていくことから、措置済みで
ある。
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P97 意見 滞納処分の実施 　市では、下水道使用料に係る通常の徴収業務は水道局に委託している
が、水道料金が私債権であることから、滞納処分は下水道部門が行う必要
がある。しかし、下水道使用料の収納率は99%程度（2月、3月の調定分が
納入される翌年度時点）と高く、滞納管理する専任職員がいるわけではな
いことから、財産調査や差押といった滞納処分はしていない。
　滞納を放置した場合、滞納者の納付意識の更なる希薄化や、納期限に納
付している者との公平性が保てないだけでなく、未収金を増加させること
で、市の財政を圧迫し住民サービスの停止などにつながるおそれもある。
　そのため、強制徴収公債権である下水道使用料は、滞納者への納付意識
を醸成するためにも、私債権である水道料金と同様の取扱いをするだけで
はなく、法令上、認められた滞納処分を行っていくことが望まれる。

建設局
下水道部
下水道総務
課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、滞納処分を実施し
ている他都市の状況を調査した上
で、令和７年８月に本市における滞
納処分の対応方針を作成し、対象債
権や財産調査に優先度をつけて滞納
処分を行っていくこととした。その
上で、担当課の事務負担や水道局か
ら下水道部門への債権の返還方法・
時期、債権の管理方法等について、
引き続き関係部署との協議を進めて
いることから、措置済みである。

P104 意見 債権管理台帳の
決裁方法

　債権管理台帳システム上、電子決裁の仕組みが実装されていないため、
紙での運用となっている。年々増加する膨大な紙書類を保管するスペース
や紙運用による情報へのアクセスのしにくさなどを考慮した場合、システ
ム内での電子決裁ができる運用とすることが望ましいと考える。
　この点、水道局でも同じ問題認識を持っており、市の電子決裁システム
との連携の可否も併せて検討中とのことである。引き続き事務の効率化の
観点での検討を継続されたい。

水道局
業務部
営業課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、水道料金システム
内で徴収停止の電子決裁ができる運
用の必要性を改めて確認しており、
今後は令和９年３月末までのシステ
ム改修に向けて、関係部署との協議
を進めている。事務の効率化の観点
での検討を継続していくことから、
措置済みである。

P107 意見 少額債権の議会
報告

　令和5年度末に不納欠損処理した債権790件のうち782件は債権放棄を原
因とするものであり、不納欠損処理事由の99%を占める。放棄した債権
は、すべて議会への報告が必要となり、事前の庁内協議のために必要とさ
れている債権放棄調書には、金額の多寡にかかわらず1件毎に上記の情報
を記載する。しかし、債権放棄調書の内容は、①債権管理台帳に記載され
ている内容と多くの部分で重複すること、②数千円の債権に対してまでこ
れらの情報を網羅的に記載する必要があるか疑問であること等から、当該
運用に改善の余地があるのではないかと考える。
　特に、水道料金は債権放棄に至る経緯がパターン化されていることが多
いため、各パターンに応じた調書作成から確認までの効率的な管理を行う
ことなど、事務負担の軽減を図る方法を検討されたい。
　現在、水道局は、徴収停止について規定する地方自治法施行令第171条
の5第3号の「債権金額が少額」の考え方について、合理的な根拠に基づき
少額の定義づけを行っている。この考え方に基づき運用できるようになっ
た場合は、徴収停止後1年で債権放棄することが容易になることから、債
権放棄の件数は今後増加することが見込まれる。このことからも、「債権
放棄しやすくなり債権管理を行う件数が減少したが、債権放棄のための事
務負担が増加する」といった本末転倒な事態は避けるべきであるため、そ
のような状況にならぬよう事務処理フローの見直しなどもあわせて検討す
ることが望ましいことを申し添える。

水道局
業務部
営業課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、令和７年度の債権
放棄に向けて関係課所との打合せを
実施し、財政局への事前協議に向け
て準備を進めている。また、令和７
年７月に水道料金システムの改修を
行い、債権放棄調書の作成及び債権
放棄通知書の発送を自動化すること
で、債権放棄に係る事務負担の軽減
を図っていることから、措置済みで
ある。
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P107 意見 弁護士との契約
年数

　債権回収事務は、収納受託事務以上に、秘匿性の高い債務者との交渉や
法的措置に係る手続が含まれるなど、債権回収に長期間を要するケースも
考えられる。また、現に、弁護士に委託してから、結果的に回収不能であ
ることが確定するまで2年超かかった高額困難案件も発生している。
　水道局では、指名競争入札により債権回収事務の委託先を選定してい
る。外部委託を開始した令和2年度は現委託先とは異なる弁護士事務所に
委託していたが、令和3年度以降は、現弁護士事務所への委託が継続して
いる。直近の令和5年度では、さいたま市の業者登録台帳に記載された3団
体による指名競争入札を行ったが、2団体が辞退したことで結果的に1者応
札となった。
　債権回収には一定の期間を要し、長期に及ぶケースもあることや、実質
的に1者応札となっている実情から、2年の契約期間を延ばすことも検討の
余地があるのではないかと考える。

水道局
業務部
営業課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、債権回収事務に係
る業務委託の契約期間について検討
した結果、令和８年７月からの次期
契約の契約期間は36か月とする方向
で準備を進めていることから、措置
済みである。

P108 結果 業務月報の確認
不足

　業務月報に記載された回収金額合計（累計金額）と、監査人が再計算し
た金額に齟齬が認められた。差異の金額は各月で増減しており、最終的に
年度末における差異は9,937 円である。
　差異の原因が、各月の回収金額の記載誤りによるものなのか、単に累計
金額の算定誤りによるものなのかが判然としないため、一概に結論付ける
ことはできないが、回収金額に応じて委託料が決まるため、差異の原因を
把握するとともに、委託先に対して業務月報を正確に記載すべきことを申
し入れる必要がある。
　なお、本件に関しては、実地監査期間中に委託先へ依頼し、正確な業務
月報を徴収しており（弁護士費用に過不足はなかった。）、不備は是正さ
れているが、監査対象である令和5年度時点では不備が存在していたこと
から記載するものである。

水道局
業務部
営業課

〇 済
（令和7年9月）

　指摘事項に関しては、委託先の法
律事務所から提出された業務月報の
収納件数の累計件数の計算が誤って
いたため、令和６年８月21日に委託
先との調整を行い、修正を行った。
以降は委託先からの月次業務報告時
に水道局で回収金額の月次だけでな
く累計の確認も複数名で行ってお
り、再発防止策を講じていることか
ら、措置済みである。

P110 意見 電子契約の促進 　現在、給水契約は、電話またはインターネットによる届け出により行う
ことができる。
　電話届出の場合は、申込者が急ぎ対応を要望するなどにより、申込者か
ら聴取する情報が限定的になる可能性もあり、仮に、申込者が未納者とな
り、債権管理するに際しての情報として、インターネット届出と電話届け
出では情報の格差が生じる可能性がある。
　情報として充実しているインターネットによる届け出をメインの届け出
方法とし、電話届け出はサブ（インターネット利用者でない市民等）とす
るなど、インターネット届出や、現在進めているアプリでの届出をより一
層推進することが望まれる。

水道局
業務部
営業課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、令和７年４月から
随時、ホームページや広報誌等の給
水契約に関する掲載内容をインター
ネットによる届出に誘導するように
見直している。また、電話受付時に
ＩＶＲ（自動音声機能）を利用し、
水道局アプリからの届出を促す案内
を行うようにしたことで、インター
ネットによる届出の推進を図ったこ
とから、措置済みである。
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P110 意見 遅延損害金の設
定

　債権回収業務にあたっては、単に債権を回収する点だけではなく、期限
までに納付している者との公平性や督促等の回収にかかったコストも考慮
する必要がある。
　この点、水道料金債権は私法上の債権であることから、原則として民法
の規律が適用され、民法上の契約自由の原則に従い、契約に履行遅延など
があった場合の遅延損害金を設定できると考えられる。また、契約に定め
がない場合であっても、民法上の規律が適用され、民法第415条・第419条
に基づく遅延損害金を請求・徴収できると考えられる。
　加えて、他の政令市で遅延損害金を設定している事例がある。
　遅延損害金には、早期の納付を促すことに加え、期限までに納付した者
との公平性を保ち、滞納者への懲罰的な意義もあると考えられる。また、
滞納者への対応にはコストもかかることから、そのコストを滞納者自身に
負担させる点からも、遅延損害金を設定することを検討することが望まれ
る。

水道局
業務部
営業課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、水道料金における
遅延損害金の設定について検討を
行った。本市では通常120日間滞納し
た場合に給水を停止する運用として
おり、次期納付分の早期納付の促進
や早期支払者との公平性の確保を
図っている。これにより、120日以内
で収納に至るケースが大半であり、
他都市の状況（利率３%1,000円未満
切り捨て）を参考に計算をすると、
120日間で遅延損害金が発生する滞納
額は概ね10万円以上となることが分
かったが、短期間で10万円を超える
滞納となるケースは稀であり、遅延
損害金が発生する場合は極めて少な
いことが想定される。
　以上のことから、システム改修に
係る費用等との費用対効果を考慮し
て、設定は行わないこととしたた
め、措置済みである。

P112 結果 回収見込みがな
いとして不納欠
損処理した債権

　さいたま市債権管理条例が平成28年4月1日から施行されるまで、市では
債権放棄に関する明確な基準がなかったことから、水道局では、債権放棄
を行わず、実質的に回収不能な分を不納欠損処理していた。この処理自体
は、実態を会計処理に反映したものであり、必ずしも誤った処理あるいは
不適切な処理ではなかったとの説明を受けた。
　市の債権としては残っている（債権の放棄や消滅はしていない）もの
の、会計上は不納欠損処理されており債権として計上されていないもの
が、令和5年度末時点で69,759件、357,079千円ある。
　これらの債権は、市の債権としては残っているものの（債権の放棄や消
滅はしていない）、会計上は不納欠損処理した債権であり、既に時効も到
来している。また、3.5億円の債権残高に対して、現金回収できたのは過
去4年間で数十万円であり、回収可能性は極めて低いと考えられる。
　このような債権回収の可能性が低い母集団に対して、債権管理（入金が
あった場合の債権の消込や債権放棄の要件を満たすための事務手続等）を
し続けることは、経済合理性について疑問を感じるところである。
　市の法務部門や収納対策課への相談や協力を得つつ、条例に照らした債
権放棄の可否を検討することなどを含めた抜本的な当該債権の消滅処理を
行うことにより、債権管理の手間を削減するとともに、実際の債権と会計
上の債権の不整合を解消する必要がある。

水道局
業務部
営業課

〇 対応中 　指摘事項に基づき、まずは平成27
年度以前に不納欠損処理した債権の
情報を、年度ごとの債務者データと
して抽出し、精査している。今後
は、再度債務者の調査を行い、条例
による債権放棄が可能な債権の放棄
を進めることで、不納欠損済債権の
削減を図る。
　また、令和９年３月を目途に、当
該債権の消滅処理等をより効率的に
行える方法について関係課所と調整
の上確定し、債権管理コストを削減
するとともに、実際の債権と会計上
の債権の不整合を解消する。
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財政局
税務部
収納対策課

〇 対応中 　意見に基づき、徴収体制の確立・
強化を推進するため、令和８年３月
までに、さいたま市債権回収対策基
本計画の改定を行う。なお、債権管
理の一元化の可否については、課題
が多岐にわたることから現時点で検
討段階にないが、効率的な債権回収
事務の確立・強化に向け、各債権所
管課と連携し、継続して取り組んで
いく。

福祉局
生活福祉部
生活福祉課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、区役所ごとの収納
率のばらつきについては、令和７年
２月から、特に収納率への影響が大
きいと考えられる未済額が100万円以
上の債権について、区役所だけでな
く本庁も関わり、共同で債権管理状
況の進行管理を行う取組を開始し
た。
　また、債権管理体制については、
これまでも収納対策課等の債権回収
専門組織との連携や債権回収マニュ
アルの策定等に努めてきたところで
あるが、令和７年９月に他の政令指
定都市に取組状況を照会した結果も
踏まえ、改めて事務分担の見直しや
マニュアルのより一層の充実を図る
ことで、債権管理体制の確立・強化
に向け、継続して取り組んでいくこ
ととしたため、措置済みである。

保健衛生局
市立病院
病院経営部
医事課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、債権管理の状況に
応じ、令和７年４月に医事課債権管
理マニュアルの法的措置に関する見
直しを行う等、債権徴収体制の強化
に向けた事務の見直しを随時行って
いる。
　また、収納対策課が作成した債権
回収マニュアル・法的措置編に沿っ
た法的措置及び関係する手続を進め
ることとしたため、債権回収専門組
織との連携を強化しているところで
ある。
　以上のように、債権管理体制の確
立・強化に向け、継続して取り組ん
でいくこととしたため、措置済みで
ある。

P113 意見 債権管理体制の
確立・強化

　債権所管課での債権回収意欲を醸成し、維持向上するためには、さいた
ま市債権回収対策基本計画で目標としている「債権所管課の自立した債権
徴収体制の確立」が必要である。
　一方で、債権回収の現業部署である各区役所での収納率のばらつきや、
リソースの関係で強制執行等の高度な債権回収手続きに着手できていない
状況が認められている。債権の特殊性により、各債権所管課の収納率にば
らつきが生じることはやむを得ないと考えられるが、同じ債権について区
役所ごとの収納率のばらつきは是正すべきである。
　収納対策課の担当者の説明によれば、「市税も以前は各区で徴収を行っ
ており、その中で、徴収体制も段階的に見直しを行い現在の市税事務所体
制に集約し、徴収体制の確立、ノウハウの蓄積を行ってきた。」とのこと
である。
　他の債権所管課についても、債権管理業務以外の業務も日常業務として
行っている状況ではあるが、人員配置や役割分担の見直しを行うこと、収
納対策課等の債権回収専門組織との連携を強化すること、債権回収マニュ
アル等をより一層充実することなどにより、債権管理業務へ適切なリソー
スを投入し、強制執行等の高度な債権回収手続きをできる体制を確立・強
化する必要がある。
　そして、債権所管課が自立した債権徴収体制を確立した暁には、より効
率的な債権回収事務を目指し、名寄せシステムの構築や債権回収専門部署
のリソースの増強や、債権の時効管理方法やシステムの標準化等を踏まえ
ながら、滞納処分等の債権回収手続を債権回収専門部署が一括して手続を
行うこと（債権管理の一元化）の可否をあらためて検討することが望まれ
る。
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特定の事件（監査テーマ）：債権（貸付金を除く）の管理に係る財務事務について （令和７年９月　市長通知分）

報告書
記載箇所

指摘
・意見の別 事項 報告書の記載事項（抜粋・一部要約）

対応
所管課

今回
通知分

措置状況
*()は措置通知年月

講じた措置の内容
*対応中の場合は対応状況

福祉局
生活福祉部
国保年金課

〇 対応中 　意見に基づき、区役所ごとの収納
率のばらつきの是正を図るため、令
和８年３月末までに債権回収に関す
る研修を実施する。
　また、債権管理体制については、
これまでも収納対策課等の債権回収
専門組織との連携や債権回収マニュ
アルの策定等に努めてきたところで
あるが、改めて事務分担の見直しや
マニュアルのより一層の充実を図る
ことで債権管理体制の確立・強化に
向け、継続して取り組んでいく。

福祉局
長寿応援部
高齢福祉課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に関して、老人ホーム入所・
保護者負担金の収納率に各区でばら
つきが発生することは、債権件数が
少なく、必ずしも全区で債権が発生
するわけではないため、やむを得な
いものと考えている。
　しかしながら、債務者死亡による
相続人の調査フローや収入未済事案
ごとの徴収停止に係る適否の検討な
どにおいて、各区で統一した事務が
なされるよう改めて事務分担やマ
ニュアルの周知を行い、債権管理体
制の確立・強化に向け、継続して取
り組んでいくこととしたため、措置
済みである。

福祉局
長寿応援部
介護保険課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、各区の状況を分析
したところ、収納率が低い区は口座
振替利用率が低く非課税世帯率が高
いという結果が得られたため、収納
率の低い区においては、65歳到達月
の被保険者証送付時（納入通知書送
付前）に、口座振替依頼書を同封す
ることとした。
　また、債権管理体制についても、
改めて事務分担の見直しやマニュア
ルのより一層の充実を図ることで債
権管理体制の確立・強化に向け、継
続して取り組んでいくこととしたた
め、措置済みである。
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特定の事件（監査テーマ）：債権（貸付金を除く）の管理に係る財務事務について （令和７年９月　市長通知分）

報告書
記載箇所

指摘
・意見の別 事項 報告書の記載事項（抜粋・一部要約）

対応
所管課

今回
通知分

措置状況
*()は措置通知年月

講じた措置の内容
*対応中の場合は対応状況

福祉局
障害福祉部
障害福祉課

〇 対応中 　意見に基づき、債権管理に関する
庁内外の各種研修に参加しマニュア
ル等（事務取扱の手引き）の充実を
図るための知識向上に努め、令和８
年３月末までに事務取扱の手引きの
改訂を行う。

建設局
建築部
住宅政策課

〇 対応中 　意見に基づき、これまでも収納対
策課等の債権回収専門組織との連携
や債権回収マニュアルの策定等に努
めてきたところであるが、債権管理
体制の確立・強化に向けた今後の取
組について検討していく。

建設局
下水道部
下水道総務
課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、下水道事業受益者
負担金について、令和６年度に北部
建設事務所で実施した給与差押えの
実績を基に、令和７年３月に債権回
収マニュアルの改訂を行った。マ
ニュアルをより一層充実させること
により、強制執行等の高度な債権回
収手続きをできる体制の強化に取り
組んだことから、措置済みである。

水道局
業務部
営業課

〇 対応中 　意見に基づき、債権管理に関する
庁内外の各種研修に参加しマニュア
ル等（事務取扱の手引き）の充実を
図るための知識向上に努め、令和８
年３月末までに事務取扱の手引きの
改訂を行う。
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特定の事件（監査テーマ）：債権（貸付金を除く）の管理に係る財務事務について （令和７年９月　市長通知分）

報告書
記載箇所

指摘
・意見の別 事項 報告書の記載事項（抜粋・一部要約）

対応
所管課

今回
通知分

措置状況
*()は措置通知年月

講じた措置の内容
*対応中の場合は対応状況

P114 意見 債権回収対策基
本計画の対象と
なる債権

　今回の実地監査で、基準の準拠性には問題ないものの、債権回収対策基
本計画の対象となっていないが、対象とすべきではないかと考えられる以
下の事案が識別された。
　①介護給付費等の不正請求に伴う返還金及び加算金
　②介護給付費等の過誤申し立てによる返還金
　③障害児通所給付費の不正請求に伴う返還金及び加算金
　上記①～③の債権は、基準の要件を満たさないため、債権回収対策基本
計画の対象債権とはなっていない。
　しかし、それ以上に、件数が少なくても1件当たりの債権額が大きい場
合など債務者との交渉状況は考慮する必要はあるものの、収納対策課と連
携することで、債権回収がより促進される可能性もあることから、基準の
要件を全て満たさなければ債権回収対策基本計画の枠組みでの回収促進策
ができない建付けとなっている現行の基準を、一方を満たしていれば対象
債権とするなどの基準の見直しや弾力的な運用条項を設ける必要があると
考える。
　収納対策課の担当者によれば、債権回収の優先度や効率性を考慮するた
めに要領により基準を設けているが、債権所管課からの相談があれば、上
記基準外の債権についても相談を受け付けており、一律に債権回収対策の
枠組みから排除しているものではないとの回答を得ており、必要な対応は
行っていることは理解できる。しかし、要領に基準として明記されている
以上、債権所管課の立場では対象にならない債権に関しては相談したくて
も相談できない（あるいは相談しない）と判断する可能性もあることか
ら、高額の債権については、収納対策課から債権所管課にアプローチし、
事案審査会や個別相談を促すことや、そのような債権がある場合は、所管
課からも積極的に収納対策課へ相談依頼するなどの取組も実施できないか
併せて検討することが望まれる。

財政局
税務部
収納対策課

〇 済
（令和7年9月）

　意見に基づき、債権回収対策基本
計画の対象債権とはなっていない債
権についても、債権所管課からの相
談を受け付けている旨を定期的に周
知している。また、令和７年度から
事案審査会における審査件数の上限
を撤廃したほか、個別相談事案も事
案審査会の対象案件と同様に進捗確
認を行うことを周知している。
　以上のように、債権所管課と収納
対策課が連携して債権回収を促進す
る体制を整えていることから、措置
済みである。


